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事業内容・目

標達成状況

の振り返り

利用者の増大をはかるため対象者の見直しを行なう。

改革改善

の考え方

①問題

点

利用者の増大をはかる

②改革

提案

現状では、1日1食のサービス提供となっているが、独居世帯、高齢者世帯の食の確保を図る観点から、当該世帯について

は、1日2食までのサービス提供を行なう。有償ボランティアと調理を担当する事業所の協力を得る。ケアマネと地域包括の

担当者との連携を深め、実態の状況を把握する。

総事業費①+② 1,445 2,600 1,762

人件費計（千円）② 0 250

2,600

正規職員所要時間 70

臨時職員所要時間

一般財源 578 1,060 616

その他

起債

県支出金 289 513 299

国庫支出金 578 1,027 597

事業費計（千円）① 1,445 2,600 1,512 2,600 地域支援事業交付金の任意事業

国39.5%　県19.75%　市19.75%　１号保険料2１%

25年度予算額 特定財源内訳、補足

513

1,027

1,060

事業コスト 23年度決算額 24年度予算額 24年度決算額

24

年

度

事

業

内

容

引き続き地域包括支援センターやケアマネージャーとの連携を深め配食

サービスを提供する。

1  サービスの提供数

2  提供者の人数

1  13,000食

2        65名

事業内容 名称 活動指標

事

業

概

要

栄養改善が必要な要介護者のうち、独居・高齢者世帯で調理が困難な者に対して、配食サービスを提供して栄養改善に努める。

配食時の声掛けにより、高齢者に異変がある場合、関係機関へ早急に連絡し、対応を求める。

目

標

種別 24年度実績 25年度計画

定性

目標

65 60

指標名及び単位 24年度計画

成果

指標

サービスの提供を受けた者／サービス提供の必要がある

者＊１００

65

28年度見込み

要介護認定者のうち、食による支援

を必要とする者

100

意図（どういう状態

にするか）

できる限り在宅生活を送る。食の支援により要介護者の

在宅生活を維持する。

向上させたい上位施

策の成果指標

要介護・要支援認定者の出現率

備考（指標変更など）

目

的

対象（誰・何を）

在宅生活の要介護認定者のうち栄養改善の必要性があ

る者

対

象

指

標

指標名及び単位 24年度数値

施策 35 高齢者福祉の推進

基本計画上

の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

課等名 介護高齢課 係等名 基幹包括支援センター

事業種別 政策 開始 18 終了

事務事業名

会計 介護保険

地域高齢者の自立支援事業

35 事業№ 14 43平成24年度事務事業実績評価表【政策・経常共通】 政策№ 3 施策№


